
平成２６年度 第１回那珂市行政評価外部評価委員会 
 

日時 平成２６年７月８日（火）午後２時～ 

場所 那珂市役所 本庁舎 ５０４会議室 

 
 

１ 開 会 

 

２ 委嘱状交付 

 

３ 協 議 

（１） 委員長選出 

（２） 平成２６年度那珂市行政評価外部評価について 

（３） 外部評価対象事業の選定について 

 

４ その他 

 

５ 閉 会 

 



○那珂市行政評価外部評価委員会設置要綱 

平成２０年１１月２８日 

告示第１２０号 

改正 平成２１年４月３０日告示第４４号 

平成２３年３月３０日告示第３７号 

平成２６年６月３０日告示第８６号 

 

（設置） 

第１条 市が実施する行政評価について、外部からの意見を取り入れることにより、

客観性及び透明性を確保するため、那珂市行政評価外部評価委員会（以下「委員

会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を審議する。 

（１） 市が実施した事務事業評価に関すること。 

（２） その他必要と認める事項に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は、５人以内の委員をもって組織し、有識者のうちから、市長が委

嘱する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は１年とし、再任を妨げない。ただし、補欠により委嘱された

委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は、委員の互選によって定め、副委員長は委員のうちから委員長が指名

する。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が必要に応じ招集し、

会議の議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

（会議の公開） 

第７条 会議は、原則公開とする。ただし、審議の内容に次の各号のいずれかに該

当する情報を含む場合は、出席者の発議により、出席委員の３分の２以上の多数

での議決を経て、会議の全部又は一部を公開しないことができる。 

（１） 法令の規定により明らかに公開することができないとされている情報 

（２） 那珂市個人情報保護条例（平成１５年那珂町条例第２３号）第２条で定



義する個人情報 

（３） 審議、調査、検討等の意思決定過程の情報であって、公開することによ

り公正又は適正な意思決定に著しい支障を及ぼすおそれのある情報 

（４） 前各号に掲げるもののほか、公開することにより、人の生命、身体及び

財産の保護並びに犯罪の予防その他公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすお

それのある情報であって、委員長又は委員が公開しないことが適当であると認

めたもの 

２ 会議を傍聴しようとする者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１） 委員長の許可を受けない発言又は私語をしないこと。 

（２） 委員等の意見への批判又は可否の表明、やじ、拍手等をしないこと。 

（３） 会場内での飲食をしないこと。 

（４） 会場内では委員長の指示に従うこと。 

（５） 那珂市庁舎管理規則（昭和４５年那珂町規則第４号）を遵守すること。 

（６） 前各号に掲げるもののほか、会場の秩序又は進行の妨害となるような行

為はしないこと。 

３ 傍聴者が前項各号に違反すると委員長が認めるときは、委員長はその者を退室

させることができる。 

（関係者の出席） 

第８条 委員会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、説明又は意

見を聴くことができる。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、行財政改革推進室において行う。 

（補則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２０年１２月１日から施行する。 

附 則（平成２１年告示第４４号） 

この要綱は、公布の日から施行し、改正後の那珂市行政評価外部評価委員会設置

要綱の規定は、平成２１年４月１日から適用する。 

附 則（平成２３年告示第３７号） 

この要綱は、この要綱の公布の日以後初めて委員会が開催された日の翌日から施

行する。 

附 則（平成２６年告示第８６号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 
 

 



平成２６年度那珂市行政評価外部評価実施要領 

 

１ 趣旨 

当市においては、市民の視点に立った成果重視の効率的で質の高い行政活動の

実施及び透明性の高い開かれた市政の推進を図ることを目的として行政評価シス

テムを実施しており、行政活動が市民生活に与える成果を把握することで、行政

活動について必要性、有効性、効率性等の観点から客観的に判定してきたところ

である。 

平成２４年度から行ってきた事業仕分けで培ったノウハウとメリットを生かし、

市民参加型の外部評価を実施することにより、より一層市民とともに効果的で効

率的な行財政改革を推進し、併せて、市職員の意識改革・資質向上を図る。 

 

２ 実施方法 

（１）基本的な考え方 

市が実施する行政評価について、外部からの意見を取り入れることにより、

客観性及び透明性を確保するため、外部の視点で、公開の場において評価を

行う。外部評価後、市は評価結果を参考に今後の対応を決定し、公表する。 

 

（２）日程・場所 

平成２６年１１月８日（土）もしくは９日（日）午前９時～午後４時頃 

那珂市中央公民館（那珂市福田１８１９番地） 

 

 （３）対象事業数 

６事業程度（予定） 

 

 （４）外部評価委員 

委員長 1 名、委員４名程度（県内事業仕分け実施市町村職員等） 

 

 （５）市民判定人 

１０名程度 

２０歳以上の市民４００人を無作為抽出し参加意向調査を実施し、当日及

び事前研修会の参加が可能と回答した者に参加を依頼する。なお、希望者が

予定者数を大幅に上回る場合には、抽選にて決定する。） 

 

 （６）判定方法(当日判定を完結する) 

①事務事業評価表２次評価結果（終了･廃止･休止･見直し(改革･改善)･現状維

持）を承認、差し戻し(承認しない理由付き)のどちらかで判定する。 

   ②票数が多い方を判定結果とし、同数の場合は、委員長の判断で決定する。 

  

 



（７）評価結果及び当日記録の公表 

市民判定人及び外部評価委員の評価結果については、それぞれ内訳を示し、

当日会場にて直ちに公表する。また、評価シートに記載された特記事項の概

要、当日の外部評価のもようを録画した動画及び市民判定人・傍聴人アンケ

ート集計結果については、後日ホームページ等にて公表する。 

 

３ 対象事業 

 （１）選定作業 

対象事業は、事務事業評価対象事業のなかから対象事業候補を選定し、外

部評価委員により決定する。 

 

４ 評価結果の取扱い 

市は、外部評価の結果を尊重し、実際の事業に反映させるため、外部評価実施

後速やかに市の対応の検討を開始し、方向性を決定する。 

（１）判定結果と市の対応の検討 

市は、外部評価後速やかに市の対応の検討を開始する。検討にあたっては、

評価結果のほか、評価の議論及び判定の内訳を十分踏まえて行う。 

特に「終了・廃止・休止」と評価された事業については、行政の関与が不

要であるとされた趣旨を踏まえ、ゼロベースでの見直しを行うものとする。 

（２）市の対応の決定及び平成２７年度予算案等への反映 

市の対応の方向性の決定は、行政評価推進本部において行い、決定した市

の対応のうち速やかに対応が可能なものについては、これらを盛り込んだう

えで、平成２７年度予算案を編成する。 

（３）市の対応の公表 

市は、平成２７年２月までに、市の対応について公表する。 

公表にあたっては、今後の市の対応の方向性を明示するとともに、平成２

６年行政評価もあわせて公表する。 

なお、判定結果と異なる対応を行わなくてはならない場合には、異なる対

応となった理由を説明するため、検討した内容をあわせて示すものとする。 

また、事業の見直しに伴う影響等を検証するために時間を要する場合には、

あらかじめ検証期間を定め、その後速やかに市の方向性を決定する。 

 

 ５ その他 

（１）外部評価委員・市民判定人・職員向け事前研修会の実施について 

外部評価当日に実際に参加する者（外部評価委員、市民判定人、外部評価

対象事業担当課長及び担当者）を対象として、研修会・事前ヒアリングを実

施する（１０月中旬を予定）。 

 



（ ）

千円 26,483 千円

19,767 千円 18,988 千円

財源合計 27,628 千円 26,620 千円 25,656

千円 518 千円

その他特財の内容 フレンドリー保育保護者負担金

一般財源 21,671 千円 19,941 千円

千円 千円

その他特財
477 千円 351 千円 409

千円 6,977 千円

国県支出金の内容 子育て支援交付金（国）

地方債 千円 千円

千円 26,483 千円

財源

内訳

国県支出金
5,480 千円 6,328 千円 5,480

総事業費 27,628 千円 26,620 千円 25,656

12,360 千円 13.00 人 12,323 千円13.00 人 12,449 千円 13.00 人

千円 11.00 人 （9,913) 千円

人件費合計 13.00 人 12,100 千円

人 （9,890) 千円 11.00 人 （9,286)臨時職員等 11.00 人 （10,898) 千円 11.00

12,360 千円 2.00 人 12,323 千円2.00 人 12,449 千円 2.00 人

14,160 千円

事業費内訳
（平成24年度分）

     共済費　　　　876,549円　　　　　　　委託料                 486,150円
     賃金　　　　9,889,752円              使用料及び賃借料　　　 260,820円
     報償費　　　　120,000円              原材料費　　            27,563円
     旅費　　 　　　90,560円              備品購入費　　　        84,580円
     需用費　　　1,898,172円              負担金補助及び交付　　　19,800円
     役務費　　　　410,544円              公課費　　             　6,600円

人
件
費

担当正職員 2.00 人 12,100 千円

15,528 千円 14,171 千円 13,296 千円

関連事業
（同一目的事業等）

民間保育所補助事業
　　　（市内2か所の私立保育園でひろば型地域子育て支援センターを開設）

コ
ス
ト

25年度（予算） 24年度（決算見込み ） 23年度（決算） 22年度（決算）

事
業
費

事業費合計

千
円

千
円

千
円

ひろば事業活動実施数

センター維持管理 1,361
千
円

センター開館日数
事業内容

（手段、手法など）

事業内容（箇条書き） 事業費 活動指標

センター事業:つぼみで開設しているあそびの広
場を中心とした各支援活動の実施

10,799
千
円

センター事業活動実施数

ひろば事業:地域の施設、本米崎学童保育所を
使ったつどいの広場の実施

2,011

4.6 ％

実施方法

■直接実施

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

実施の背景
　少子化・核家族化の進行、地域社会の変化など、子どもや子育てをめぐる環境が変化する中
で、育児への不安感を抱える保護者等からの住民ニーズを鑑み・反映するため、未就学児と親
を対象とした子育て支援が求められた。

目　的
（何をどうしたいのか）

　子育て中の親子がいつでも気軽に立寄り、親同士・子ども同士が互いに触れ合える場をつく
ることで、子どもの健やかな育ちを促進したり、孤立化や子育て中の母親の不安感負担感の軽
減・解消を図る。さらにセンターとして子育て情報や各種支援活動を提供することにより、子
育て支援の充実に繋げていく。

事
業
概
要

対　象
（誰・何を対象に）

未就学児（０～５歳）
対象者数（全住民に対する割合）

2,592 人

根拠法令等 那珂市地域子育て支援センター事業実施要綱 担当課･係名 こども課

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 作成責任者 課長　園部勢津子

事業シート（概要説明書）

予算事業名 子育て支援センター事業 事業開始年度 平成１０年度

上位施策事業名 安心して子どもを産み育てられる環境を整える 担当局・部名 保健福祉部

事業番号１－６ 平成25年度

lgwan-iccard
テキストボックス
事業仕分け時の事業シート例



事業シート（概要説明書）

予算事業名 子育て支援センター事業 事業開始年度 平成１０年度

事業番号１－６ 平成25年度

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

　いつでも気軽に立寄れる交流の場所がほしいというハード面での住民ニーズは、概ね満たされていると
推察する。ソフト面では、事業の目的を達成すべく支援活動内容等を利用者のニーズに添い充実してきた
ことが、あそびの広場を訪れる親子数や活動実績として表れたものと推察する。
　今年度の施政方針に打出された、在宅の乳幼児に対する子育て支援のため、子育て支援センター「つぼ
み」の機能を充実させるとの方針を鑑み、拠点として更に住民サイドに立ったニーズに応えられるよう、
１：事業の充実を図った支援活動を展開する、２：親子が気兼ねなく集える場が更に利用しやすくなるよ
うに検討したい。また、親子の育ちを地域で支えるボランティアの育成支援、地域のネットワークづくり
を勧めていくことが今後の課題として考えられる。

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）
別紙

特記事項
・平成１０年４月１日　那珂町菅谷保育所内に、那珂町地域子育て支援センター開設
・平成１９年４月２日　元法務局跡地に、那珂市地域子育て支援センター「つぼみ」として移転

ひろば事業参加組数 組 838/1,164 726/1,164 717/1,164

登録者数/未就学児数 数 906/2,592 823/2,571 749/2,625

Ｈ22年度

センター事業活動参加組数 組 10,071/11,215 10,712/11,215 11,299/11,215

97,182 99,188

事
業
成
果

成果目標
（指標設定理由等）

　事業目的を達成するための親子で遊べる場や支援活動に参加した組数を指標とした。
　成果は減少傾向にあると表れている。しかし、事業の充実と共に遊びの広場を訪れるリピーターの増加
や親子の満足する声は、目的でもある子育て世帯の孤立化、負担感の解消等に寄与するものとして捉えて
いる。

成果
（目標達成状況）

【成果指標名】（実績値/目標値） 単位 Ｈ24年度 Ｈ23年度

単位当たりコスト 事業費＋人件費 ／ 実施日数 円 99,328

センター開設日数 日 268/268 264/264 267/267

/ / /

センター事業活動実施数 回 356/356 352/352 350/351

ひろば事業実施数 回 135/135 138/135 135/135事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】（実績値/目標値） 単位 Ｈ24年度 Ｈ23年度 Ｈ22年度



評価作業シート 6

１－６ 事業名 評価者氏名

国・県・広
域が実施

(2)
国・県・広域

ア　規模が全国的
イ　全国一律のサービスであるべき
ウ　規模が広域的
エ　広域での一律のサービスであるべき
オ　影響が広範囲
カ　その他

事業内容
見直し

(3)
那珂市
（要改善）

ア　事業の手法、内容に改善の余地あり
イ　民間委託の実施・拡大をすべき
ウ　指定管理者制度を導入すべき
エ　入札等における競争性を強化すべき
オ　自主財源確保（受益者負担等）をすべき
カ　その他

事業内容
現行通り

(4)
那珂市

（現行どおり）

ア　現状では見直しが困難
イ　大幅な見直しは必要ない
ウ　その他

特記事項（選択の理由、改善内容、その他意見等）

※多数決が同数となった場合はコーディネータによる採決を行うが、行政の関与不要と必要の間（黒い太線の上下）で票が同数になった場合、それぞれの項目下にある票数を足し合わせ、数の大きい方の判定を優先させる。
例：不要・凍結６、那珂市（要改善）６那珂市（現行どおり）１　⇒　不要・凍結と那珂市（要改善）が同数だが、行政の関与不要と必要で比較した場合、行政の関与不要は６、必要は７となるので、行政の関与必要が優先され、この場合「那珂市（要改善）」が優先される。

税金を使う

①国において実施すべき
②県において実施すべき
③広域で実施すべき

市が実施

【縮減】
①事業費を縮減し、かつ内容を見直し
②事業の一部廃止

【維持】
③事業費は現行通りで事業内容を見直し

【縮減】
①事業内容は現行通りで事業費の縮減

【維持】
②事業内容、事業費ともに現行通り

【拡充】
③事業内容は現行通りで事業費は拡充

事業番号 子育て支援センター事業

現
在
の
事
業

評価結果と主たる理由

税金を使わ
ない／使うか
どうか白紙検

討

(1)
不要・凍結

・税金は使わない（事業の廃止）

・税金を使って実施する必要があるのかゼロ
ベースで見直し（事業の一時凍結）

ア　手段が目的化していると思われる
イ　達成手段として不適当
ウ　効果なし（薄い）・逆効果
エ　サービス受給者の自助努力・自己負担
オ　行政の役割終了、民間実施　（税投入の必要なし）
カ　他事業との重複
キ　その他

行政の関与必要か？ 誰がやるべきか？ 手法は適正か？ 

lgwan-iccard
テキストボックス
事業仕分け時の評価シート例



作成日 平成 年 月 日
点検日 平成 年 月 日

3
4 □
2

□ ■ □ 期間限定複数年度
（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【全体概要】 【業務内容】

１　現状把握の部（DOシート）
(1) 事務事業の目的と効果・指標等の推移

① 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ④ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

② 手段（具体的な事務事業のやり方、手順） ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

24年度実績

25年度計画

⑥ 成果指標（対象における意図された対象の程度）

(2) 投入量の推移

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

(3) 事務事業の環境変化・市民意見等
①

② 

③

5 28

事務事業名 子育て支援センター事業 区分コード 9

評価対象年度 平成 24 年度 事務事業評価シート 25

総合計画体系
施策の大綱（政策名） 健やかで生きがいを持って暮らせるまちづくり

実施計画
対象事業

施 策 名 安心して子どもを産み育てられる環境を整える
基 本 事 業 名 子育て支援体制の充実

担当部課G等 保健福祉部 こども課 地域子育て支援センター 記入者氏名 皆川　光子

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

H１０

事業名
法令根拠

那珂市地域子育て支援センター
事業実施要綱3 2 3 子育て支援センタ－

予算科目 会計 一般
款 項 目

事業概要

　未就学児とその保護者を対象として、育児をする
上での不安を解消するため、地域における子育て支
援対策を総合的に実施する。

あそびの広場（支援センタ－つぼみ他）
フレンドリ－保育
子育て教室
リズムの広場など

単位
23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
(実績) (実績) (見込) （計画) （計画)

　市内の未就学児とその保護者

市内の未就学児とその保護
者

人 2,571 2546 2480 2480 2480

242
あそびの広場（支援センタ－つぼみ・本米崎学童保育所内）フ
レンドリ－保育（開催場所:５箇所＝６施設、全１１小学校区）
子育て教室・リズムの広場・父と子の広場・各講座を実施

本米崎つどいの広場開設日
数

日 138 135 135 135 135

支援センタ－「つぼみ」開設
日数

日 242 243 242 242

50

同上

フレンドリ－保育開設日数 日 51 50 50 50

③ 意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

安心して子どもを産み、元気で健やかに子育てが
できる環境を整えることで、地域の仲間作りが深
まっていく。

来所者延人数 人 12,913 12,758

フレンドリ－保育来所者延人
数

人 7,074 6,288

12,000 12,000 12,000

本米崎つどいの広場来所者
延人数

人 1,688 2,046 2,000 2,000 2,000

6,200 6,200 6,200

安心して子どもを産み育てられると感じ
ている保護者の割合 ％ 47.12 35.42 50.00 55.00 55.00

全体計画

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 5,480 5,480 5,480 5,480 5,480
単位 23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（見込） 26年度（計画） 27年度（計画）

県 支 出 金 千円

そ の 他 千円 410 441 477 450 450
地 方 債 千円

人
件
費

正 規 職 員 千円 12,500 2 12,600

9,570
事 業 費 計 （ A ） 千円 15,570 15,527 15,528 15,500 15,500 0

一 般 財 源 千円 9,680 9,606 9,571 9,570

2

正 規 外 職 員 千円 9,986 9 9,890 11 10,898

2 12,600 2 12,600 2 12,600

人 件 費 計 （ B ） 千円 22,486 22,490 23,498 23,498 23,498 0
11 10,898 11 10,898 11

38,998 0

この事務事業を開始したきっかけは
何か？

　少子化・核家族化により、子ども同士・親同士の触れ合う場が少なくなり、育児不安になる保護
者・母親への子育ての支援をするため。

事務事業を取り巻く状況（対象者や
根拠法令等）はどう変化している
か、開始時期と比べてどう変わった
のか？

　対象となる乳幼児数が、年々わずかずつ減少している。

投入量　(A)＋(B) 千円 38,056 38,017 39,026 38,998

この事務事業に対して関係者（市
民、議会、事業対象者、利害関係者
等）からどんな意見や要望が寄せら
れていますか？

　子育て支援の交流拠点として、更なる利用促進を図るため、支援内容や情報発信の充実に努めて
欲しいという要望があった。

lgwan-iccard
テキストボックス
当市の事務事業評価シートの例（H25（24振返））



（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み
（取り組み内容） （予算への反映）

□ 終了 □ 削減 （事業費 千円 ）

□ 廃止 （人件費 千円 ）

□ 休止 □ 増加 （事業費 千円 ）

□ 見直し （人件費 千円 ）

■ 現状維持 ■ 反映なし

２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
■ 妥当である □ 見直す必要がある（→評価の部にて「現状維持」以外にチェック）

■ 余地がない □ 余地がある（→評価の部にて「現状維持」以外にチェック）

■ 統廃合の余地がない □ 統廃合の余地がある（→評価の部にて「現状維持」以外にチェック）

■ 廃止・休止の可能性がない □ 廃止・休止の可能性がある（→評価の部にて「現状維持」以外にチェック）

■ 事業費の削減余地がない □ 事業費の削減余地がある（→評価の部にて「現状維持」以外にチェック）

■ 人件費の削減余地がない □ 人件費の削減余地がある（→評価の部にて「現状維持」以外にチェック）

■ 適正である □ 見直す余地がある（→評価の部にて「現状維持」以外にチェック）

□ 受益者負担を求める事業ではない

３　計画の部（PLAN）
（1） １次評価（次年度に向けた方向性）　　　※担当課長、グループ長、担当者が記載

□ 終了 □ 廃止 □ 休止
■ 継続 □ 見直し（改革・改善） □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善 □ 統廃合
■ 現状維持（現状どおりで特に改革改善はない）

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

削減 維持 増加

（3） 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載
□ 終了 □ 廃止 □ 休止
■ 継続 ■ 見直し（改革・改善） □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善 □ 統廃合
□ 現状維持（現状どおりで特に改革改善はない）

　担当部長としての意見・考え方（1次評価と同じ場合も記入）

（4） 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□ 廃止 □ 休止 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）

前年度の評価の結果、どのように取り
組みましたか？また、取り組み後どの
ように変わりましたか？見直しの結果、
予算にはどのように反映されたのです
か？

（前年度最終評価）

　子育て不安解消を図るため、「ノーバディ
ズ・パーフェクト～完璧な親などいない～」
という親支援事業(講座）を新たにスタート
(２２年度後半）させた。

目
的
妥
当
性
評
価

① 公共関与の妥当性

この事業を市が行うことは妥当な
のですか？見直す必要はありませ
んか？妥当だとするとその理由は
なんですか？

　子育て不安の解消を図り、安心して子どもを産み、元気で健やかに育てるという目標には、人づ
くり・場所づくり・情報づくりが欠かせない。これからは個人レベルでできるものではなく、行政
と市民と協働して推進するべきものと考える。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はありますか？
向上の余地があるとした理由はなんで
すか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのですか？

　新事業として、親支援事業を継続実施の予定であるが、さらに事業の拡充などを図ることは、現
在の職員(保育士）数では難しい状況である。

③ 類似事業との統廃合余地
　　廃止・休止の可能性

類似事業はありますか？類似事業との
統廃合余地はありませんか？事務事業
の現状及び成果から考えて、廃止又は
休止することができますか？

　子育てする母親どうしが気軽に集い、悩みを相談したりする機会や場所を提供することは、子育
て不安解消の一助になっているため、廃止することは考えられない。

効
率
性
評
価

④ 事業費や人件費の削減余

成果を下げずに事業費を削減できませ
んか？成果を下げずに所要時間を削減
できませんか？成果を下げずにより低
賃金の担当者で遂行できませんか？
（アウトソーシングなど）

　毎年度、事業内容や方法等を検討し、適正な運営及び事業費の削減に取り組んでいるが、これ以
上の削減は運営上難しい。事業における保育士の専門性は大きく、子育て支援・保育・相談業務等
の質を考えれば、これ以上人件費を抑制することは難しい。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地

受益者負担と一般財源が公平・公
正な配分になっていますか？

　子育て支援事業として、国・県から補助を受けて実施している事業であるが、個人が選択して参
加する事業には、個人負担を設けているため適正なものと考える。

改革・改善による期待成果

コスト

成
果

向上 　 　 　
維持

　参加者を増やすべく、さらに魅力ある事業の取り組みをめざし、利用者の満足度・必要度等を分析するためにアン
ケート調査等を検討してほしい。

　土曜日、日曜日の開所は、開所曜日・職員のシフトの調整を行ったうえで、平成26年度からの実施に向けて検討する。
　耐震診断は、１２月議会に補正予算を計上し、今年度中に実施する。

　 ○
低下 　



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

　少子化・核家族化により、子ども同士・親同士の触れ合う場が少なくなり、育児不安になる保護
者・母親への子育ての支援をするため。

37,232

      1.98人

     11.00人

      1.98人

21,707

      2.00人

10,239
21,707

11,468       1.98人

37,232

11,468

     11.00人

477
10,668

11,468
15,525

0
4,380

0
477

10,668

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

千円

0
4,380

0
477

10,668

支援センタ－「つぼみ」開設
日数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

10,886

21,707

12,600

0
477

9,571
15,528

11,468

9,606

0

平成25

地域子育て支援センター

②手段（具体的な事務事業のやり方）

　市内の未就学児とその保護者
④対象指標（対象の大きさを表す指標）

市内の未就学児

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

239

24年度（実績）

45.1

人

施策名

事業期間

子育て支援センター事業

款

地域子育て支援センター

01
目

03

事業名
基本事業名

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

02

年度

子育て支援センター事業

4,380

日

人

5,480

　未就学児とその保護者を対象として、育児をする上での
不安を解消するため、地域における子育て支援対策を総
合的に実施する。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

％

本米崎つどいの広場開設
日数

243
日

日

138

238

来所者延人数

2,046

人

135

12,758

50 50

国 庫 支 出 金

10,500

50

正 規 職 員

37,232

50

　子育て支援の交流拠点として、更なる利用促進を図るため、支援内容や情報発信の充実に努
めて欲しいという要望があった。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等
千円

千円

     11.00人

21,707
10,2399,890 10,23910,239     11.00人

22,490

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

3 子育て支援体制の充実

事務事業評価シート
平成26
平成26 7

皆川　光子

2,500

      1.98人

     11.00人

6,300

□

那珂市地域子育て支援セン
ター　事業実施

（実績）

2,592

実施計画
対象事業

1,600

6,300

45.1

6,330

1,848 1,600

45.1

6,300

441
0

28年度（計画）26年度（見込）

15,525

38,017 37,235

一 般 財 源

0
地 方 債

財
源
内
訳

5,480
県 支 出 金

　対象となる乳幼児数が、年々わずかずつ減少している。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

事 業 費 計 (A) 15,527 15,525

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

（2）投入量の推移 単位

10,500

人

6,288

45.1

27年度（計画）

35.42安心して子どもを産み育て
られると感じている保護者
の

安心して子どもを産み、元気で健やかに子育てがで
きる環境を整えることで、地域の仲間作りが深まって
いく。

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

あそびの広場（支援センタ－つぼみ・本米崎学童保
育所内）フレンドリ－保育（開催場所:５箇所＝６施
設、全１１小学校区）子育て教室・リズムの広場・父と
子の広場・各講座を実施

239

フレンドリ－保育開設日数

135

50

1
12

千円

03

千円 0

28年度

第３章 健やかで生きがいをもって暮らせるまちづくり
4 安心して子どもを産み育てられる環境を整える

本米崎つどいの広場来所
者延人数

フレンドリ－保育来所者延
人数

135

事業概要

10,500

1,600

2,546 2,500

（計画）
27年度25年度

2,500

135

239

（見込）
26年度

6

管理・運営

年度）
期間限定複数年度単年度繰返

年度～）（開始年度
単年度のみ

年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１　現状把握の部（DOシート）

あそびの広場（支援センタ－つぼみ他）
フレンドリー保育
育児相談及び育児講座など

平成10

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

lgwan-iccard
テキストボックス
当市の事務事業評価シートの例（H26（H25）振返）



(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

増加

評価者
番　号

□受益者/受益者の家族　　　□受益者の知人　　　□特に関与はない 

□

改革・改善による期待成果
子育て世帯への子育て支援については、実施への取組み・開催回数等他の自治体に比べても充
実していると思われる。今後も、地域での支援事業を継続して実施し、情報交換や相談の場を提
供していく必要がある。

□

(前年度最終評価)

成果の向上余地

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

　事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？　 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

⑤

　成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？　担当者の業務の一部（全部）
を民間委託にすることで、担当者の負担（人
件費）を減少できませんか？　事業目的に
そぐわない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

　所期の見通しに沿った成果となっています
か？　成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？　対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下す
るおそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？　また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのよう
に反映しましたか？

0

維持

事業費の削除余地がない

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

耐震診断は、3月に実施した。
26年度より新たに、第1・3・5土曜の9時～11時
30分まで「つぼみ土曜広場」とし、開所させた。
つぼみ利用のお母さんを講師として依頼し、「マ
マ講座」をスタート(25年度後半)させた。

向上

類似事業との統廃合余地

維持

受益者負担の適正余地

　他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成
果の状況から判断し、影響は限定的で対応
は可能であると見込まれますか？

　毎年、事業内容や方法等を検討し、適正な運営及び事業費の削減に取り組んでいる。事業に
おける保育士の専門性は大きく、これ以上人件費を抑制することは難しい。

　国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？　市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？　その理
由はなんですか？

□

削減

成
果

　子育て支援事業として、国・県から補助を受けて実施している事業であるが、個人が選択して参
加する事業には、個人負担を設けているため適正なものと考える。

　子育てする親同士が気軽に集い、悩みを相談したりする機会や場所を提供することは、子育て
不安解消の一助になっているため、廃止することは考えられない。

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

千円)

千円)

0

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

0

0 千円)

コスト

　安心して子どもを産み、健やかに育てるという目標には人、場所、情報づくりが欠かせない。こ
れらは個人レベルで実施するのは難しく、行政と市民が協働して推進すべきと考える。

　親支援事業を継続実施の予定であるが、さらに事業の拡大などを図ることは、現在の職員（保
育士）では難しい状況である。

妥当である

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

○

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

（参考）
あなたは、この事業の

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

lgwan-iccard
テキストボックス
（案）
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H25担当課

一般会計1 1 1 1 1 1701 議員人件費 166,414     議会事務局

2 1702 職員人件費 38,082       総務部　総務課

3 1703 議会運営費 14,243       議会事務局

4 1704 ○ 議員研修事業 3,555        議会事務局

5 1705 議会広報事業 1,059        議会事務局

8 1708 ○ 議会改革推進事業 20,513       議会事務局

2 1 1 1 301 特別職人件費 31,440       総務部　総務課

2 303 職員人件費 1,096,609   総務部　総務課

3 306 ○ 職員研修事業 4,494        総務部　総務課

4 305 ○ 職員福利厚生事業 5,211        総務部　総務課

6 304 総務事務費 23,329       総務部　総務課

7 308 文書管理事業 7,622        総務部　総務課

8 316 情報公開事業 112           総務部　総務課

13 322 政治倫理審査会事業 230           総務部　総務課

15 324 例規ベースシステム管理事業 4,862        総務部　総務課

20 357 個人情報取扱事務台帳整備事業 3,819        総務部　総務課

21 358 文書整理事業 14,290       総務部　総務課

22 207 永年文書ＰＤＦ化事業 1,586        総務部　総務課

2 1 101 秘書広聴事務費 4,887        企画部　秘書広聴課

2 102 ○ 広報事業 7,576        企画部　秘書広聴課

3 104 ○ 法律相談事業 981           企画部　秘書広聴課

4 105 表彰事業 491           企画部　秘書広聴課

7 103 市民相談事務費 6,779        企画部　秘書広聴課

9 107 那珂ふるさと大使設置事業 581           企画部　秘書広聴課

13 191 名誉市民顕彰事業 244           企画部　秘書広聴課

14 194 情報発信力強化事業 367           企画部　秘書広聴課

3 1 201 ○ 財政事務費 1,689        総務部　財政課

3 202 財務会計システム管理事業 24,183       総務部　財政課

4 1 1501 ○ 会計事務費 2,251        会計課

5 1 256 ○ 財産管理事務費 56,588       総務部　財政課

2 260 管財事務費 22,456       総務部　財政課

3 257 ○ 庁舎管理事業 110,886     総務部　財政課

6 1 110 ○ 企画事務費 245           企画部　政策企画課

2 114 ○ 広域連携事業 167           企画部　政策企画課

8 111 総合開発審議会設置事業 143           企画部　政策企画課

12 147 高度情報化推進事業 1,075        企画部　政策企画課

13 116 ○ 業務系電算機借上事業 43,148       企画部　政策企画課

14 117 職員技能向上及びセキュリティー研修事業 76            企画部　政策企画課

16 118 ○ 行政改革推進事業 282           行財政改革推進室

20 154 ○ 行政評価システム推進事業 272           行財政改革推進室

25 156 地域審議会設置事業 306           企画部　政策企画課

29 162 ○ 情報系システム管理事業 49,354       企画部　政策企画課

32 171 ○ 地域公共交通活性化事業 2,977        企画部　政策企画課

-　1　-
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34 174 ○ コミュニティバス運行事業 12,969       企画部　政策企画課

36 178 ○ 公共交通利用促進施設管理事業 8,104        企画部　政策企画課

37 188 ○ 事業仕分け実施事業 1,680        行財政改革推進室

38 189 ○ 経営戦略会議設置事業 1,285        企画部　政策企画課

39 193 ○ デマンド交通運行事業 19,792       企画部　政策企画課

7 1 315 ○ 常陸鴻巣駅ふれあい駅舎管理事業 1,937        市民生活部　市民協働課

3 318 ○ 協働のまちづくり推進事業 472           市民生活部　市民協働課

6 321 ○ 自治活動施設建設費等補助事業 1,812        市民生活部　市民協働課

7 941 ○ 文書配送事業 5,947        市民生活部　市民協働課

10 972 ○ 地区交流センター管理事業 4,832        市民生活部　市民協働課

11 973 ○ 市民活動支援センター運営事業 3,800        市民生活部　市民協働課

12 974 ○ 市民自治組織支援事業 106,513     市民生活部　市民協働課

13 975 ○ 市民活動支援事業 5,895        市民生活部　市民協働課

15 977 ○ ふれあいセンターよしの管理事業 8,199        市民生活部　市民協働課

16 978 ふれあいセンターよしの運営事業 7,494        市民生活部　市民協働課

17 979 ○ ふれあいセンターよこぼり管理事業 8,511        市民生活部　市民協働課

18 980 ふれあいセンターよこぼり運営事業 6,920        市民生活部　市民協働課

19 981 ○ ふれあいセンターごだい管理事業 7,494        市民生活部　市民協働課

20 982 ふれあいセンターごだい運営事業 6,907        市民生活部　市民協働課

21 983 ○ らぽーる管理事業 34,579       市民生活部　市民協働課

22 984 らぽーる運営事業 8,161        市民生活部　市民協働課

24 989 ○ 木崎地区交流センター整備事業 3,402        市民生活部　市民協働課

8 1 181 ○ 男女共同参画推進事業 2,165        市民生活部　市民協働課

9 1 125 ○ 国際交流推進事業 2,650        市民生活部　市民協働課

2 326 ○ 友好都市交流事業 1,220        市民生活部　市民協働課

3 842 ○ 交通安全推進事業 2,299        市民生活部　防災課

6 844 ○ 各種団体補助事業 2,680        市民生活部　防災課

11 1 183 原子力防災事務費 262           市民生活部　防災課

2 184 原子力専門委員会設置事業 346           市民生活部　防災課

3 185 ○ 原子力広報安全対策事業 1,783        市民生活部　防災課

4 186 ウラン加工施設臨界事故対策費 53            市民生活部　防災課

12 1 311 職員人件費 18,442       総務部　総務課

2 312 ○ 支所庁舎管理事業 24,183       総務部　瓜連支所

3 310 支所市民窓口事務費 317           総務部　瓜連支所

13 1 220 基金積立事業 284,431     総務部　財政課

14 3 330 諸費事務費 3,831        総務部　総務課

6 401 自衛官募集事業 95            総務部　総務課

7 501 市税等過誤納還付金 27,700       総務部　税務課

9 333 ○ 防犯事業 3,762        市民生活部　防災課

2 1 1 504 職員人件費 187,392     総務部　総務課

2 505 ○ 税務総務事務費 1,954        総務部　税務課

3 502 固定資産評価審査委員会設置事業 154           総務部　総務課

2 1 508 ○ 賦課事務費 50,447       総務部　税務課
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2 520 ○ 徴収事務費 36,654       総務部　収納課

3 512 ○ 固定資産税課税台帳整備事業 48,160       総務部　税務課

4 509 ○ 市税前納報奨事業 20,530       総務部　収納課

7 519 ○ コンビニ収納事務事業 3,072        総務部　収納課

14 521 地方税電子申告事務補助事業 840           総務部　税務課

3 1 1 402 職員人件費 80,991       総務部　総務課

2 403 ○ 戸籍住民基本台帳事務費 19,070       市民生活部　市民課

2 1 406 ○ 旅券事務費 2,513        市民生活部　市民課

4 1 1 335 職員人件費 8,710        総務部　総務課

2 336 選挙管理委員設置事業 467           総務部　総務課

3 337 選挙管理委員会事務費 229           総務部　総務課

2 1 338 選挙啓発事業 200           総務部　総務課

3 1 347 参議院議員通常選挙費 21,558       総務部　総務課

4 1 349 茨城県知事選挙費 18,167       総務部　総務課

5 1 1 130 職員人件費 8,045        総務部　総務課

2 131 統計調査総務事務費 124           企画部　政策企画課

3 132 ○ 団体補助事業 142           企画部　政策企画課

2 1 164 学校基本調査費 15            企画部　政策企画課

2 165 常住人口調査費 32            企画部　政策企画課

3 166 工業統計調査費 202           企画部　政策企画課

4 167 商業統計調査費 2              企画部　政策企画課

5 168 住宅・土地統計調査費 3,253        企画部　政策企画課

10 965 ２０１５年農林業センサス費 6              企画部　政策企画課

11 966 平成２６年経済センサス費（基礎調査） 6              企画部　政策企画課

15 180 経済センサス調査区管理費 11            企画部　政策企画課

6 1 1 351 職員人件費 8,992        総務部　総務課

2 350 監査委員設置事業 937           行財政改革推進室

7 1 1 712 災害救助対策事業 16,233       市民生活部　防災課

2 713 ○ 原子力被害対策事業 772           市民生活部　防災課

4 715 ○ 食品等放射能検査事業 1,835        市民生活部　防災課

3 1 1 1 601 職員人件費 221,390     総務部　総務課

2 602 民生委員推せん会設置事業 357           保健福祉部　社会福祉課

3 603 社会福祉総務事務費 3,071        保健福祉部　社会福祉課

4 604 行旅死病人取扱事務費 202           保健福祉部　社会福祉課

5 605 要保護・罹災者一時援護事業 1,255        保健福祉部　社会福祉課

8 609 ○ 各種団体補助事業 65,455       保健福祉部　社会福祉課

9 719 外国人高齢者及び重度障害者福祉手当支給事業 1              保健福祉部　介護長寿課

10 730 国民健康保険特別会計繰出金 398,691     保健福祉部　保険課

19 615 地域福祉計画推進委員会設置事業 690           保健福祉部　社会福祉課

20 616 住宅手当緊急特別措置事業 828           保健福祉部　社会福祉課

21 1023 災害援護資金貸付事業 10,500       保健福祉部　社会福祉課

23 617 被災住宅復興支援事業 1,188        保健福祉部　社会福祉課

24 618 ○ 戦没者追悼式開催事業 500           保健福祉部　社会福祉課
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2 2 635 ○ ひとり暮らし高齢者「愛の定期便」事業 1,536        保健福祉部　介護長寿課

5 641 ○ 各種団体補助事業 10,864       保健福祉部　介護長寿課

9 648 ひとり暮らし高齢者等緊急通報システム事業 5,167        保健福祉部　介護長寿課

12 662 老人保護措置事業 68,561       保健福祉部　介護長寿課

13 679 高齢者保健福祉計画推進事業 231           保健福祉部　介護長寿課

20 783 ○ 配食サービス事業 6,333        保健福祉部　介護長寿課

27 781 紙おむつ等購入助成事業 2,315        保健福祉部　介護長寿課

29 784 ○ 敬老事業 10,493       保健福祉部　介護長寿課

31 789 高齢福祉事務費 221           保健福祉部　介護長寿課

3 1 771 ○ 各種団体補助事業 341           保健福祉部　社会福祉課

6 2734 特別児童扶養手当等支給事務費 96            保健福祉部　社会福祉課

11 3620 障害者保護措置事業 4              保健福祉部　社会福祉課

17 3650 ○ 在宅心身障害者（児）福祉手当支給事業 7,560        保健福祉部　社会福祉課

31 3689 特別障害者手当支給事業 21,001       保健福祉部　社会福祉課

33 3691 福祉有償運送運営協議会設置事業 58            保健福祉部　社会福祉課

34 3692 ○ タクシー利用助成事業 3,997        保健福祉部　社会福祉課

38 3696 障害程度区分認定審査会設置事業 2,992        保健福祉部　社会福祉課

49 3707 障害福祉サービス給付事業 786,029     保健福祉部　社会福祉課

50 3708 ○ 地域生活支援事業 117,545     保健福祉部　社会福祉課

53 3711 障害者プラン推進委員会設置事業 395           保健福祉部　社会福祉課

54 1899 ○ 難病患者福祉手当支給事業 4,500        保健福祉部　社会福祉課

56 3713 身体障害者手帳交付事務費 731           保健福祉部　社会福祉課

59 3716 ○ 障害者虐待防止対策事業 3,311        保健福祉部　社会福祉課

4 2 751 国民年金事務費 3,861        保健福祉部　保険課

5 2 737 後期高齢者医療事務費 30,314       保健福祉部　保険課

6 739 後期高齢者医療費 461,717     保健福祉部　保険課

7 744 後期高齢者医療特別会計繰出金 109,304     保健福祉部　保険課

8 745 老人保健医療事業 201           保健福祉部　保険課

6 1 740 医療福祉事務費 9,527        保健福祉部　こども課

2 741 ○ 医療福祉扶助事業 303,000     保健福祉部　こども課

7 1 731 高額療養費貸付事業 10,000       保健福祉部　保険課

8 1 761 介護サービス費貸付事業 180           保健福祉部　介護長寿課

2 763 介護保険低所得者利用者負担対策費 1              保健福祉部　介護長寿課

5 779 訪問介護利用料補助事業 1,561        保健福祉部　介護長寿課

6 759 介護保険特別会計（保険事業勘定）繰出金 564,017     保健福祉部　介護長寿課

10 768 介護基盤緊急整備等特別対策事業 60,000       保健福祉部　介護長寿課

11 769 施設開設準備経費助成特別対策事業 10,800       保健福祉部　介護長寿課

9 1 780 出産費資金貸付事業 336           保健福祉部　保険課

2 1 1 680 児童福祉総務事務費 11,706       保健福祉部　こども課

2 671 ○ ファミリーサポートセンター事業 1,200        保健福祉部　こども課

3 683 ○ 遺児学資金支給事業 1,680        保健福祉部　こども課

4 685 児童養護施設児童援護事業 160           保健福祉部　こども課

8 697 ○ 学童保育事業 79,669       保健福祉部　こども課
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14 2711 次世代育成支援対策行動計画推進事業 64            保健福祉部　こども課

17 673 ○ 家庭児童相談事業 2,004        保健福祉部　こども課

18 674 母子自立支援事業 2,196        保健福祉部　こども課

19 675 ○ 母子生活支援措置事業 9,473        保健福祉部　こども課

21 681 子育て短期支援事業 67            保健福祉部　こども課

23 704 ○ 芳野学童保育所整備事業 53,685       保健福祉部　こども課

25 722 児童手当支給事務費 1,395        保健福祉部　こども課

26 2718 子ども子育て支援計画策定事業 2,508        保健福祉部　こども課

2 2 695 児童手当支給事業 896,100     保健福祉部　こども課

3 693 民間保育所児童入所事業 426,660     保健福祉部　こども課

4 696 ○ 民間保育所補助事業 50,680       保健福祉部　こども課

7 698 児童扶養手当支給事業 171,406     保健福祉部　こども課

10 702 ○ 民間保育園建設費補助事業 122,213     保健福祉部　こども課

11 514 ○ すこやか保育応援事業 1,800        保健福祉部　こども課

13 710 病児保育補助事業 10,200       保健福祉部　こども課

3 1 2502 職員人件費 116,934     総務部　総務課

2 2501 保育所医等設置事業 336           保健福祉部　菅谷保育所

3 2503 菅谷保育所管理事業 8,517        保健福祉部　菅谷保育所

4 2504 ○ 菅谷保育所運営事業 86,946       保健福祉部　菅谷保育所

5 2505 額田保育所管理事業 4,756        保健福祉部　額田保育所

6 2506 額田保育所運営事業 34,109       保健福祉部　額田保育所

7 2509 地域保育活動事業 380           保健福祉部　菅谷保育所

8 2512 ○ 子育て支援センター事業 18,358       地域子育て支援センター

4 1 716 こども発達相談センター開設準備事業 4,948        こども発達相談センター

2 723 ○ こども発達相談センター運営事業 17,272       こども発達相談センター

3 724 こども発達相談センター相談事業 7,160        こども発達相談センター

3 1 1 2604 職員人件費 47,303       総務部　総務課

2 2601 ○ 生活保護総務事務費 9,103        保健福祉部　社会福祉課

5 2606 生活保護費支給事務補助事業 917           保健福祉部　社会福祉課

2 1 2603 ○ 生活保護扶助費 464,256     保健福祉部　社会福祉課

4 1 1 1 2704 職員人件費 163,729     総務部　総務課

3 802 保健衛生総務事務費 8,014        保健福祉部　健康推進課

4 803 献血推進事業 276           保健福祉部　健康推進課

5 805 ○ 休日診療委託事業 2,820        保健福祉部　健康推進課

7 2700 ○ 総合保健福祉センター管理事業 45,337       保健福祉部　健康推進課

8 807 水道事業会計補助事業 1,070        上下水道部　水道課

9 808 水道事業会計出資事業 5,287        上下水道部　水道課

12 2715 保健福祉業務電算化事業 2,079        保健福祉部　健康推進課

13 810 救急医療二次病院制運営事業 2,722        保健福祉部　健康推進課

2 1 820 予防接種健康被害調査委員会設置事業 14            保健福祉部　健康推進課

2 821 ３歳児健康診査事業 1,729        保健福祉部　健康推進課

3 822 ○ 予防接種事業 134,815     保健福祉部　健康推進課

5 2702 １歳６か月児健康診査事業 1,535        保健福祉部　健康推進課
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9 2716 ○ 母子健康診査・健康相談事業 43,455       保健福祉部　健康推進課

11 2719 ○ 乳児家庭全戸訪問事業 4,738        保健福祉部　健康推進課

14 2727 ○ 不妊治療費助成事業 2,250        保健福祉部　健康推進課

15 2730 未熟児養育医療給付事業 4,614        保健福祉部　こども課

3 2 831 各種健康相談事業 593           保健福祉部　健康推進課

3 2781 ○ 団体補助事業 578           保健福祉部　健康推進課

10 2780 ○ 各種検診事業 40,687       保健福祉部　健康推進課

11 2782 ○ がん検診推進事業 9,716        保健福祉部　健康推進課

12 2783 ○ 地域自殺対策緊急強化事業 508           保健福祉部　健康推進課

4 1 818 職員人件費 15,596       総務部　総務課

2 860 環境審議会事業 302           市民生活部　環境課

3 861 ○ 衛生害虫等対策事業 968           市民生活部　環境課

4 862 狂犬病予防事業 1,075        市民生活部　環境課

5 863 ○ 環境保全対策事業 2,599        市民生活部　環境課

8 885 浄化槽設置補助事業 30,692       上下水道部　下水道課

12 864 公園墓地事業特別会計繰出金 1              市民生活部　環境課

15 2801 ○ 聖苑管理事業 10,852       市民生活部　那珂聖苑

16 2802 ○ 聖苑運営事業 58,059       市民生活部　那珂聖苑

17 868 ○ 有害鳥獣捕獲事業 1,356        市民生活部　環境課

21 878 ○ 再生可能エネルギー導入事業 66,144       市民生活部　環境課

2 1 3 871 清掃総務事務費 12,925       市民生活部　環境課

4 879 ○ ごみ啓発等推進事業 19,107       市民生活部　環境課

6 833 大宮地方環境整備組合負担金 434,549     市民生活部　環境課

2 3 877 ○ 家庭系可燃ごみ収集事業 97,326       市民生活部　環境課

5 896 ○ 不法投棄廃棄物撤去事業 1,579        市民生活部　環境課

5 1 1 1 1101 農業委員設置事業 10,847       農業委員会事務局

2 1103 農業委員会事務費 3,471        農業委員会事務局

4 1105 農業者年金業務事務費 320           農業委員会事務局

5 1104 農地紛争仲介委員設置事業 19            農業委員会事務局

8 1191 農地情報管理システム事業 679           農業委員会事務局

15 1272 遊休農地対策事業 1,184        農業委員会事務局

2 1 1110 職員人件費 149,161     総務部　総務課

2 1111 農業総務事務費 2,536        産業部　農政課

3 1 1115 ○ 農業振興事務費 30,384       産業部　農政課

3 1117 農業振興地域整備促進事業 453           産業部　農政課

5 1126 農業後継者育成事業 50            産業部　農政課

8 1137 ○ 農産物被害防除事業 3,550        産業部　農政課

10 1171 ○ 担い手育成支援事業 20,223       産業部　農政課

16 1253 農業用使用済プラスチック回収事業 228           産業部　農政課

24 1130 ふれあい農園設置事業 80            産業部　農政課

29 1136 ○ 遊休農地解消対策事業 628           産業部　農政課

30 1138 ○ しどりの湯管理事業 20,591       産業部　農政課

34 1162 ○ 農地流動化促進事業 5,494        産業部　農政課
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35 1118 ○ 園芸振興支援事業 880           産業部　農政課

36 1119 ○ 農業活動拠点施設管理事業 6,093        産業部　農政課

37 1006 農産物原子力被害対策事業 178           産業部　農政課

38 1194 地域農業マスタープラン作成事業 398           産業部　農政課

39 1195 ○ 農産物直売所宣伝活動支援事業 4,000        産業部　農政課

40 1196 ○ 元気ナカむらづくり事業 6,572        産業部　農政課

41 1197 ○ 農産物産品化事業 6,557        産業部　農政課

4 1 1140 畜産振興事業 396           産業部　農政課

5 2 1145 ○ 土地改良推進事業 11,636       産業部　農政課

3 1174 湛水防除施設維持管理事業 4,598        建設部　土木課

7 1154 ○ 局所土地改良事業 12,261       産業部　農政課

9 1157 ○ 那珂川沿岸農業水利事業 10,936       産業部　農政課

16 1160 土地改良補助事業 1,420        産業部　農政課

17 1152 ○ 土地改良基盤整備事業 90,533       産業部　農政課

6 1 1180 地籍調査事務費 4,971        建設部　土木課

2 1185 ○ 戸多地区地籍調査事業 33,331       建設部　土木課

3 1186 ○ 木崎地区地籍調査事業 30,451       建設部　土木課

7 1 1189 ○ 戸別所得補償対策事務費 8,974        産業部　農政課

4 1188 ○ 戸別所得補償奨励補助事業 53,450       産業部　農政課

8 1 1200 農業集落排水整備事業特別会計繰出金 291,264     上下水道部　下水道課

2 1 1 1203 林業事務費 58            産業部　農政課

2 1204 民有林造林事業 130           産業部　農政課

3 1205 団体補助事業 60            産業部　農政課

6 1 1 4 1210 職員人件費 59,240       総務部　総務課

5 1211 商工総務事務費 224           産業部　商工観光課

2 1 1214 ○ 中小企業振興対策事業 9,436        産業部　商工観光課

2 1216 自治金融預託事業 10,000       産業部　商工観光課

4 1213 ○ 商工会補助事業 13,000       産業部　商工観光課

5 1212 ○ 企業立地促進事業 1,510        企画部　政策企画課

9 1219 ○ がんばる商店街支援事業 2,250        産業部　商工観光課

16 1275 ○ 商工業振興計画策定事業 4,777        産業部　商工観光課

17 1276 ○ 特産品ブランド化推進事業 1,047        産業部　商工観光課

3 1 1230 ○ 観光事務費 2,696        産業部　商工観光課

2 1247 下江戸河原管理事業 340           産業部　商工観光課

4 1243 産品開発事業 300           産業部　商工観光課

5 1244 ○ なかひまわりフェスティバル事業 13,354       産業部　商工観光課

6 1262 まつり開催補助事業 1,300        産業部　商工観光課

7 1231 ○ 団体補助事業 3,500        産業部　商工観光課

11 1266 曲がり屋管理事業 3,272        産業部　商工観光課

12 1233 ○ 清水洞の上整備事業 470           産業部　商工観光課

15 1248 ○ 静峰ふるさと公園管理事業 12,747       産業部　商工観光課

16 1250 ○ 八重桜まつり事業 9,211        産業部　商工観光課

17 1257 ○ 白鳥保護事業 1,329        産業部　商工観光課
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21 1235 ○ 一の関溜池公園管理事業 6,366        産業部　商工観光課

23 1274 観光振興事務補助事業 2,550        産業部　商工観光課

24 1277 ○ 地域資源創造事業 365           産業部　商工観光課

25 1278 静峰ふるさと公園等台帳整備事業 2,778        産業部　商工観光課

27 1279 いいまち魅力発信事業 901           産業部　商工観光課

4 1 865 ○ 消費者行政推進事業 6,062        市民生活部　環境課

7 1 1 1 904 職員人件費 234,802     総務部　総務課

4 914 道路整備事務費 4,907        建設部　土木課

5 916 用地管理事務費 3,801        建設部　土木課

6 917 ○ 未登記道路整理事業 2,126        建設部　土木課

2 1 907 道路管理事業 30,447       建設部　土木課

2 908 ○ 道路維持補修事業 390,434     建設部　土木課

3 909 道路維持清掃事業 44,290       建設部　土木課

4 910 ○ 交通安全施設整備事業 11,770       建設部　土木課

5 915 ○ 両宮遊歩道管理事業 2,993        建設部　土木課

3 1 922 ○ 道路改良舗装事業 324,070     建設部　土木課

3 926 ○ 安心安全対策両宮排水路整備事業 584,530     建設部　土木課

4 1 940 橋りょう維持事業 310           建設部　土木課

2 1 1 950 河川総務事務費 1,450        建設部　土木課

2 1 951 ○ 河川維持事業 1,865        建設部　土木課

3 1 969 ○ 両宮排水路整備事業 350,049     建設部　土木課

3 1 1 1302 職員人件費 79,939       総務部　総務課

2 1301 都市計画審議会設置事業 294           建設部　都市計画課

3 1303 都市計画総務事務費 3,425        建設部　都市計画課

6 953 ○ 都市計画見直し事業 1,500        建設部　都市計画課

7 1337 建築指導総務事務費 504           建設部　建築課

2 2 1402 土地区画整理事務費 264           建設部　都市計画課

5 1410 上菅谷駅前地区土地区画整理事業特別会計繰出金 110,046     建設部　都市計画課

3 12 1413 ○ 下菅谷地区まちづくり事業 119,700     建設部　都市計画課

13 1332 ○ 上菅谷駅前地区まちづくり事業 153,800     建設部　都市計画課

14 1311 ○ 菅谷地区まちづくり事業 91,700       建設部　都市計画課

4 2 1328 ○ 菅谷市毛線街路整備事業 120,500     建設部　都市計画課

7 1336 ○ 上宿大木内線街路整備事業 42,730       建設部　都市計画課

5 2 1610 下水道事業特別会計繰出金 751,863     上下水道部　下水道課

6 1 1325 ○ 公園管理事業 32,121       建設部　都市計画課

4 1 1 1002 ○ 市営住宅管理事業 26,585       建設部　建築課

8 1 1 2 3001 職員人件費 743,067     総務部　総務課

9 1890 ＡＥＤ整備・普及促進事業 1,751        消防本部　警防課

10 1891 常備消防総務管理事業 26,213       消防本部　総務課

11 1892 ○ 常備消防予防管理事業 777           消防本部　予防課

12 1893 ○ 常備消防警防管理事業 1,250        消防本部　警防課

13 1896 常備消防通信管理事業 9,982        消防本部　通信指令室

14 1897 常備消防東署管理事業 9,496        消防本部　東消防署
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15 1898 ○ 常備消防西署管理事業 4,313        消防本部　西消防署

16 1914 ○ 消防救急無線設備・指令センター共同化整備事業 112,119     消防本部　通信指令室

2 1 360 消防団設置事業 34,393       消防本部　警防課

3 362 ○ ポンプ操法大会出場事業 1,344        消防本部　警防課

3 1 366 消防施設管理事業 7,635        消防本部　警防課

2 368 消火栓設置事業 8,457        消防本部　警防課

10 1886 ○ 消防本部庁舎改修事業 10,344       消防本部　総務課

12 1889 ○ 消防団車両整備事業 15,217       消防本部　警防課

14 721 ○ 消防備蓄倉庫整備事業 2,000        消防本部　警防課

4 1 376 ○ 水防訓練・警戒出場事業 600           消防本部　警防課

2 377 水防施設管理事業 59            消防本部　警防課

5 1 359 ○ 防災事務費 5,498        市民生活部　防災課

2 378 防災会議設置事業 18            市民生活部　防災課

5 379 ○ 防災無線管理事業 23,452       市民生活部　防災課

8 988 地域防災計画行動マニュアル作成事業 10,898       市民生活部　防災課

10 385 自主防災組織育成事業 3,000        市民生活部　防災課

12 954 国民保護協議会設置事業 44            市民生活部　防災課

14 956 非常用食料等備蓄事業 1,000        市民生活部　防災課

15 962 ○ 防災訓練実施事業 1,700        市民生活部　防災課

17 987 ○ 防災施設整備事業 4,500        市民生活部　防災課

9 1 1 1 1801 教育委員設置事業 1,945        教育委員会　学校教育課

2 1803 教育委員会事務費 251           教育委員会　学校教育課

3 1802 教育委員研修事業 89            教育委員会　学校教育課

2 1 1810 教育長人件費 13,459       総務部　総務課

2 1811 職員人件費 89,219       総務部　総務課

3 1812 事務局事務費 5,621        教育委員会　学校教育課

7 1819 ○ 小中学校適正規模等推進事業 3,494        教育委員会　学校教育課

8 1834 小中一貫教育検討委員会設置事業 1,039        教育委員会　学校教育課

3 1 1820 ○ 英語指導助手設置事業 15,798       教育委員会　学校教育課

2 1824 教育研究補助事業 2,250        教育委員会　学校教育課

6 1821 就学指導事業 75            教育委員会　学校教育課

8 1859 ○ ＴＴ非常勤講師配置事業 14,669       教育委員会　学校教育課

9 2055 学校評議員制度事業 349           教育委員会　学校教育課

13 2062 ○ 障害児学習活動支援事業 24,344       教育委員会　学校教育課

14 1822 教育委員会派遣職員負担金 38,000       教育委員会　学校教育課

15 1823 教職員研修事業 1,060        教育委員会　学校教育課

17 1817 ○ 教育支援センター設置事業 13,706       教育委員会　学校教育課

18 1861 ○ 図書室業務活性化事業 2,028        教育委員会　学校教育課

19 2064 ○ 小学校英語活動指導員設置事業 9,711        教育委員会　学校教育課

2 1 1 1825 学校医等設置事業 3,737        教育委員会　学校教育課

2 1827 小学校管理事務費 38,914       教育委員会　学校教育課

3 1828 ○ 小学校施設管理事業 56,130       教育委員会　学校教育課

4 1829 管理用備品購入事業 3,420        教育委員会　学校教育課
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5 1831 ○ 小学校施設補修事業 9,980        教育委員会　学校教育課

9 2001 本米崎小管理事業 1,300        教育委員会　本米崎小学校

10 2002 横堀小管理事業 1,714        教育委員会　横堀小学校

11 2003 額田小管理事業 1,738        教育委員会　額田小学校

12 2004 菅谷小管理事業 2,363        教育委員会　菅谷小学校

13 2005 菅谷東小管理事業 2,670        教育委員会　菅谷東小学校

14 2006 菅谷西小管理事業 2,139        教育委員会　菅谷西小学校

15 2007 五台小管理事業 2,439        教育委員会　五台小学校

16 2008 戸多小管理事業 1,262        教育委員会　戸多小学校

17 2009 芳野小管理事業 1,950        教育委員会　芳野小学校

18 2010 木崎小管理事業 1,392        教育委員会　木崎小学校

23 2029 瓜連小管理事業 2,215        教育委員会　瓜連小学校

24 1848 関東大会等出場派遣費補助事業 200           教育委員会　学校教育課

29 2085 学校備品台帳等整理業務補助事業 695           教育委員会　学校教育課

2 1 1840 教材用具整備事業 3,178        教育委員会　学校教育課

2 1841 就学奨励事業 7,893        教育委員会　学校教育課

3 1852 教育用コンピューター管理事業 31,020       教育委員会　学校教育課

4 2011 本米崎小教育振興事業 238           教育委員会　本米崎小学校

5 2012 横堀小教育振興事業 501           教育委員会　横堀小学校

6 2013 額田小教育振興事業 645           教育委員会　額田小学校

7 2014 菅谷小教育振興事業 1,026        教育委員会　菅谷小学校

8 2015 菅谷東小教育振興事業 1,295        教育委員会　菅谷東小学校

9 2016 菅谷西小教育振興事業 915           教育委員会　菅谷西小学校

10 2017 五台小教育振興事業 1,090        教育委員会　五台小学校

11 2018 戸多小教育振興事業 271           教育委員会　戸多小学校

12 2019 芳野小教育振興事業 749           教育委員会　芳野小学校

13 2020 木崎小教育振興事業 372           教育委員会　木崎小学校

14 2039 瓜連小教育振興事業 957           教育委員会　瓜連小学校

15 2044 理科教育設備整備事業 4,302        教育委員会　学校教育課

16 2054 ○ いばらき学力向上サポートプラン事業 569           教育委員会　学校教育課

3 4 2077 菅谷西小学校校舎耐震補強事業 389,042     教育委員会　学校教育課

5 2079 芳野小学校校舎整備事業 191,408     教育委員会　学校教育課

6 2084 額田小学校屋内運動場大規模改修事業 80,460       教育委員会　学校教育課

7 2086 菅谷小学校屋内運動場大規模改造事業 94,429       教育委員会　学校教育課

8 2087 五台小学校屋内運動場大規模改造事業 94,397       教育委員会　学校教育課

3 1 1 1860 学校医等設置事業 1,808        教育委員会　学校教育課

2 1862 中学校管理事務費 17,682       教育委員会　学校教育課

3 1863 ○ 中学校施設管理事業 54,051       教育委員会　学校教育課

4 1864 管理用備品購入事業 2,070        教育委員会　学校教育課

5 1865 ○ 中学校施設補修事業 6,430        教育委員会　学校教育課

6 1866 ○ 中学校施設整備事業 10,290       教育委員会　学校教育課

8 1868 遠距離通学費補助事業 28            教育委員会　学校教育課

9 1879 「心の教室相談員」配置事業 2,000        教育委員会　学校教育課
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11 2021 第一中管理事業 3,544        教育委員会　第一中学校

12 2022 第二中管理事業 3,024        教育委員会　第二中学校

13 2023 第三中管理事業 3,107        教育委員会　第三中学校

14 2024 第四中管理事業 3,614        教育委員会　第四中学校

16 1871 運動部活動外部指導者派遣支援事業 331           教育委員会　学校教育課

17 2051 関東大会等出場派遣費補助事業 300           教育委員会　学校教育課

19 2041 瓜連中管理事業 2,929        教育委員会　瓜連中学校

2 1 1880 教材用具整備事業 3,678        教育委員会　学校教育課

2 1881 就学奨励事業 9,125        教育委員会　学校教育課

3 1882 教育用コンピューター管理事業 17,147       教育委員会　学校教育課

4 2025 第一中教育振興事業 1,526        教育委員会　第一中学校

5 2026 第二中教育振興事業 942           教育委員会　第二中学校

6 2027 第三中教育振興事業 950           教育委員会　第三中学校

7 2028 第四中教育振興事業 1,639        教育委員会　第四中学校

8 2042 瓜連中教育振興事業 803           教育委員会　瓜連中学校

10 2045 理科教育設備整備事業 2,400        教育委員会　学校教育課

4 1 1 1901 職員人件費 97,127       総務部　総務課

2 1900 幼稚園医等設置事業 1,257        教育委員会　学校教育課

3 1902 幼稚園管理事務費 37,947       教育委員会　学校教育課

4 1903 ○ 幼稚園施設管理事業 11,094       教育委員会　学校教育課

5 1904 ○ 幼稚園施設補修事業 3,282        教育委員会　学校教育課

8 1907 就園奨励事業 31,938       教育委員会　学校教育課

9 1909 幼稚園備品購入事業 550           教育委員会　学校教育課

10 2063 ○ 預かり保育事業 6,795        教育委員会　学校教育課

13 2031 横堀幼稚園管理事業 777           教育委員会　横堀幼稚園

14 2032 額田幼稚園管理事業 748           教育委員会　額田幼稚園

15 2033 菅谷幼稚園管理事業 1,347        教育委員会　菅谷幼稚園

16 2034 菅谷西幼稚園管理事業 800           教育委員会　菅谷西幼稚園

17 2035 五台幼稚園管理事業 735           教育委員会　五台幼稚園

19 2037 芳野幼稚園管理事業 851           教育委員会　芳野幼稚園

5 1 1 2120 職員人件費 130,091     総務部　総務課

2 2121 社会教育委員設置事業 653           教育委員会　生涯学習課

3 2122 社会教育事務費 5,273        教育委員会　生涯学習課

4 2123 ○ 家庭教育学級開設事業 2,157        教育委員会　生涯学習課

5 2124 ○ 成人式開催事業 2,487        教育委員会　生涯学習課

7 2127 ○ 各種団体補助事業 4,585        教育委員会　生涯学習課

14 2146 全国大会等出場派遣費補助事業 20            教育委員会　生涯学習課

2 1 2303 職員人件費 17,243       総務部　総務課

2 2301 公民館運営審議会設置事業 224           教育委員会　中央公民館

4 2304 公民館事務費 11,684       教育委員会　中央公民館

5 2305 ○ 公民館施設管理事業 25,828       教育委員会　中央公民館

8 2309 ○ 学級講座開設事業 2,385        教育委員会　中央公民館

3 1 2180 青少年問題協議会設置事業 105           教育委員会　生涯学習課
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2 2181 ○ 青少年相談員設置事業 5,404        教育委員会　生涯学習課

3 2182 ○ 青少年育成事業 584           教育委員会　生涯学習課

4 2183 ○ ふるさと教室開設事業 1,120        教育委員会　生涯学習課

6 2184 ○ 各種団体補助事業 1,070        教育委員会　生涯学習課

4 1 2414 職員人件費 20,941       総務部　総務課

2 2406 ○ 歴史民俗資料館管理事業 2,261        教育委員会　歴史民俗資料館

3 2405 ○ 歴史民俗資料館運営事業 8,211        教育委員会　歴史民俗資料館

4 2133 ○ 特別展開催事業 913           教育委員会　歴史民俗資料館

6 2416 各種団体補助事業 130           教育委員会　歴史民俗資料館

5 1 2411 ○ 文化財保護対策事業 4,122        教育委員会　歴史民俗資料館

2 2417 ○ 額田城跡整備事業 7,883        教育委員会　歴史民俗資料館

3 2418 ○ 城館跡調査事業 820           教育委員会　歴史民俗資料館

6 1 2412 市史編さん委員設置事業 203           教育委員会　歴史民俗資料館

2 2413 ○ 市史編さん事務費 1,484        教育委員会　歴史民俗資料館

7 1 2901 ○ 図書館管理事業 26,345       教育委員会　図書館

2 2902 ○ 図書館運営事業 74,388       教育委員会　図書館

5 2138 図書館ボランティア事業 27            教育委員会　図書館

6 2139 図書館協議会設置事業 235           教育委員会　図書館

7 2144 ブックスタート事業 365           教育委員会　図書館

6 1 1 2152 保健体育事務費 483           教育委員会　スポーツ推進室

2 2151 ○ スポーツ推進委員設置事業 1,882        教育委員会　スポーツ推進室

3 2153 ○ スポーツ教室開設事業 16,050       教育委員会　スポーツ推進室

4 2154 ○ 学校体育施設夜間開放事業 1,248        教育委員会　スポーツ推進室

7 2155 ○ 団体補助事業 7,288        教育委員会　スポーツ推進室

2 1 2203 職員人件費 84,379       総務部　総務課

2 2201 給食センター運営委員会設置事業 91            教育委員会　給食センター

3 2202 薬剤師設置事業 51            教育委員会　給食センター

4 2205 ○ 給食センター施設管理事業 32,380       教育委員会　給食センター

5 2204 ○ 給食センター運営事業 306,139     教育委員会　給食センター

3 2 2162 ○ 体育施設管理事業 13,252       教育委員会　スポーツ推進室

4 2 2403 ○ 総合公園管理事業 143,094     教育委員会　スポーツ推進室

3 2402 ○ 総合公園運営事業 12,810       教育委員会　スポーツ推進室

10 1 1 2 990 単独災害復旧事業 12,960       建設部　土木課

2 1 1031 単独災害復旧事業 82,560       建設部　土木課

11 1 1 2 270 起債償還元金 1,716,695   総務部　財政課

2 1 271 起債償還利子 278,718     総務部　財政課

2 272 一時借入金利子 1,000        総務部　財政課

3 1 273 公債諸費 1              総務部　財政課

12 1 1 1 274 普通財産取得事業 3              総務部　財政課

2 1 1 280 土地開発基金繰出金 1              総務部　財政課

3 1 1 275 国県負担金等返納金 12,157       総務部　財政課

13 1 1 1 290 予備費 18,420       総務部　財政課

一般会計 集計 20,460,901 
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国民健康保険特別会計（事業勘定）2 1 1 1 1 20001 職員人件費 46,324       総務部　総務課

2 20002 国民健康保険事務費 18,228       保健福祉部　保険課

2 1 20003 県国保団体連合会費 1,993        保健福祉部　保険課

2 1 1 20017 賦課事務費 13,877       保健福祉部　保険課

3 1 1 20008 国保運営協議会設置事業 419           保健福祉部　保険課

4 1 1 20009 趣旨普及費 462           保健福祉部　保険課

2 1 1 1 20010 一般被保険者療養給付費 3,102,095   保健福祉部　保険課

2 1 20011 退職被保険者等療養給付費 303,770     保健福祉部　保険課

3 1 20012 一般被保険者療養費 32,500       保健福祉部　保険課

4 1 20013 退職被保険者等療養費 2,458        保健福祉部　保険課

5 1 20014 審査支払手数料 12,880       保健福祉部　保険課

2 1 1 20015 一般被保険者高額療養費 336,428     保健福祉部　保険課

2 1 20016 退職被保険者等高額療養費 39,182       保健福祉部　保険課

3 1 20020 一般被保険者高額介護合算療養費 200           保健福祉部　保険課

4 1 20041 退職被保険者等高額介護合算療養費 100           保健福祉部　保険課

3 1 1 20034 一般被保険者移送費 100           保健福祉部　保険課

2 1 20035 退職被保険者移送費 50            保健福祉部　保険課

4 1 1 20036 出産育児一時金 25,200       保健福祉部　保険課

2 1 20048 支払手数料 17            保健福祉部　保険課

5 1 1 20018 葬祭費 3,400        保健福祉部　保険課

3 1 1 1 20042 後期高齢者支援金 895,096     保健福祉部　保険課

2 1 20043 後期高齢者関係事務費拠出金 94            保健福祉部　保険課

4 1 1 1 20044 前期高齢者納付金 1,456        保健福祉部　保険課

2 1 20045 前期高齢者関係事務費拠出金 79            保健福祉部　保険課

5 1 1 1 20021 老人保健医療費拠出金 50            保健福祉部　保険課

2 1 20022 老人保健事務費拠出金 43            保健福祉部　保険課

6 1 1 1 20019 介護納付金 359,484     保健福祉部　保険課

7 1 1 1 20023 高額医療費共同事業医療費拠出金 88,425       保健福祉部　保険課

2 1 20024 高額医療費共同事業事務費拠出金 1              保健福祉部　保険課

3 1 20025 その他共同事業拠出金 3              保健福祉部　保険課

4 1 20039 保険財政共同安定化事業拠出金 408,892     保健福祉部　保険課

8 1 1 1 20026 保健衛生普及費 2,504        保健福祉部　保険課

2 1 1 20046 特定健康診査等事業費 38,322       保健福祉部　保険課

9 1 1 1 20027 支払準備基金積立金 39,664       保健福祉部　保険課

10 1 1 1 20028 一般被保険者保険税還付金 4,179        保健福祉部　保険課

2 1 20029 退職被保険者等保険税還付金 328           保健福祉部　保険課

3 1 20030 償還金 75,025       保健福祉部　保険課

4 1 20031 一般被保険者還付加算金 363           保健福祉部　保険課

5 1 20032 退職被保険者等還付加算金 50            保健福祉部　保険課

11 1 1 1 20033 予備費 7,568        保健福祉部　保険課

国民健康保険特別会計（事業勘定） 集計 5,861,309   

下水道事業特別会計4 1 1 1 1 40001 職員人件費 51,014       総務部　総務課

2 40002 一般管理事務費 34,365       上下水道部　下水道課
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3 40014 基金積立事業 74,757       上下水道部　下水道課

4 40015 下水道事業審議会設置事業 463           上下水道部　下水道課

2 1 40003 下水道維持管理費 33,418       上下水道部　下水道課

2 40004 流域下水道維持管理負担金 216,392     上下水道部　下水道課

2 1 1 1 40005 職員人件費 31,830       総務部　総務課

2 40006 公共下水道整備事業 1,493,403   上下水道部　下水道課

2 1 40010 那珂久慈流域下水道事業 768           上下水道部　下水道課

3 1 1 1 40022 単独災害復旧事業 249,862     上下水道部　下水道課

4 1 1 1 40011 起債償還元金 1,083,439   上下水道部　下水道課

2 1 40012 起債償還利子 234,165     上下水道部　下水道課

5 1 1 1 40013 予備費 2,397        上下水道部　下水道課

下水道事業特別会計 集計 3,506,273   

公園墓地事業特別会計5 1 1 1 1 50001 ○ 公園墓地管理事業 9,312        市民生活部　環境課

2 1 1 1 50004 一般会計繰出金 4,227        市民生活部　環境課

3 1 1 1 50005 予備費 177           市民生活部　環境課

公園墓地事業特別会計 集計 13,716       

農業集落排水整備事業特別会計6 1 1 1 1 60009 職員人件費 25,536       総務部　総務課

2 60007 ○ 一般管理事務費 6,946        上下水道部　下水道課

4 60011 基金積立事業 27,116       上下水道部　下水道課

2 1 60006 ○ 農業集落排水処理施設維持管理費 84,492       上下水道部　下水道課

2 1 1 1 60010 職員人件費 19,179       総務部　総務課

2 60001 ○ 農業集落排水整備事業 848,419     上下水道部　下水道課

3 1 1 1 60015 単独災害復旧事業 32,000       上下水道部　下水道課

4 1 1 1 60008 起債償還元金 214,649     上下水道部　下水道課

2 1 60003 起債償還利子 74,776       上下水道部　下水道課

5 1 1 1 60002 予備費 1,896        上下水道部　下水道課

農業集落排水整備事業特別会計 集計 1,335,009   

介護保険特別会計（保険事業勘定）7 1 1 1 1 70001 職員人件費 35,026       総務部　総務課

2 70002 介護保険事務費 4,089        保健福祉部　介護長寿課

4 70026 地域密着型サービス運営委員会設置事業 193           保健福祉部　介護長寿課

2 1 1 70004 賦課事務費 4,363        保健福祉部　介護長寿課

3 1 1 70005 介護認定審査事業 5,217        保健福祉部　介護長寿課

2 1 70006 介護認定調査等事業 32,795       保健福祉部　介護長寿課

4 1 1 70007 趣旨普及事業 536           保健福祉部　介護長寿課

2 1 1 1 70008 介護サービス給付事業 3,747,329   保健福祉部　介護長寿課

2 1 70009 審査支払手数料 3,892        保健福祉部　介護長寿課

2 1 1 70010 高額介護サービス事業 83,586       保健福祉部　介護長寿課

2 1 70029 高額医療合算介護サービス費 8,477        保健福祉部　介護長寿課

3 1 1 1 70011 財政安定化基金拠出金 2              保健福祉部　介護長寿課

4 1 1 1 70017 ○ 介護予防事業 36,243       保健福祉部　介護長寿課

2 1 1 70018 ○ 包括的支援事業 41,937       保健福祉部　介護長寿課

2 70030 地域包括支援センター運営協議会設置事業 262           保健福祉部　介護長寿課

2 1 70019 介護給付費等費用適正化事業 2,564        保健福祉部　介護長寿課
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2 70020 家族介護継続支援事業 5,970        保健福祉部　介護長寿課

3 70021 成年後見制度利用支援事業 731           保健福祉部　介護長寿課

4 70022 福祉用具・住宅改修支援事業 10            保健福祉部　介護長寿課

10 880 高齢者の生きがいと健康づくり推進事業 7,258        保健福祉部　介護長寿課

5 1 1 1 70012 介護給付費準備基金積立事業 7,128        保健福祉部　介護長寿課

6 1 1 1 70014 第一号被保険者保険料還付金 250           保健福祉部　介護長寿課

2 1 70015 償還金 28,051       保健福祉部　介護長寿課

2 1 1 70016 一般会計繰出金 8,133        保健福祉部　介護長寿課

4 1 1 70034 利用者負担額軽減支援事業 172           保健福祉部　介護長寿課

7 1 1 1 70013 予備費 2,219        保健福祉部　介護長寿課

介護保険特別会計（保険事業勘定） 集計 4,066,433   

上菅谷駅前地区土地区画整理事業特別会計9 1 1 1 1 90001 職員人件費 6,896        総務部　総務課

2 1 1 1 90002 ○ 区画整理事業費 54,304       建設部　都市計画課

3 1 1 1 90005 起債償還元金 87,020       建設部　都市計画課

2 1 90004 起債償還利子 11,370       建設部　都市計画課

4 1 1 1 90003 予備費 1,408        建設部　都市計画課

上菅谷駅前地区土地区画整理事業特別会計 集計 160,998     

後期高齢者医療特別会計10 1 1 1 1 100101 広域連合納付金 501,779     保健福祉部　保険課

2 1 1 1 100201 保険料還付金 500           保健福祉部　保険課

2 1 100202 還付加算金 20            保健福祉部　保険課

2 1 1 100203 一般会計繰出金 1              保健福祉部　保険課

3 1 1 1 100301 予備費 1,689        保健福祉部　保険課

後期高齢者医療特別会計 集計 503,989     

総計 35,908,628 

上記のほか、以下の事業についても事業評価を実施しています（公営企業会計/※公営事業会計/予算なし事業）
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他 -     ○ 水道料金賦課徴収事務 29,820       上下水道部　水道課

-     ○ 浄水関連施設管理事業 99,730       上下水道部　水道課

-     ○ 配水管網整備事業 150,662     上下水道部　水道課

-     ○ 浄水場等更新事業 55,713       上下水道部　水道課

-     ○ ※国民健康保険特別会計 5,571,351   保健福祉部　保険課

-     ○ ※後期高齢者医療特別会計 491,525     保健福祉部　保険課

-     ○ ※介護保険特別会計（保険事業勘定） 4,042,652   保健福祉部　介護長寿課

-     ○ 出前講座開催事業 -              市民生活部　市民協働課

他　集計（公営事業会計（※）は再掲のため集計から除外） 335,925     
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